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男⼥共同参画について
平成29年度新規採⽤職員研修

4⽉20⽇(⽊)午前9時15分 10時15分

はじめに…本⽇のお願いごと
今⽇はオーストラリア⼈になってください

⾔っていいのかな
間違ってないかな
もしかして知らないの私だけ
話し合いの時間もあります
質問はいつでもどうぞ
ただし、相⼿を尊重し、意⾒と⼈格を分けてください

「男⼥共同参画」 ご存知ですか 

定義－男⼥共同参画社会基本法第2条
「男⼥が、社会の対等な構成員として、⾃らの意思によって社
会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、
もって男⼥が均等に政治的、経済的、社会的及び⽂化的利益を
享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」
⾔い換えると…

誰もが性別によらず選択肢を持てる社会
誰もが社会に責任をもって参画できることで、より良い社会にし
ていくこと

それって「差別」 「区別」 
トイレを男⼥で区別する
更⾐室を男⼥で区別する
名簿を男⼥で区別する
男⼥で区別した上に男性先⾏を慣例にする
ランドセルや持ち物の⾊を男⼥で区別する
⼥⼦は「さん」、男⼦は「くん」付けで区別する

4グループに分かれてディスカッション
話し合う時間は5分
各班は進⾏・時間管理・発表者を1⼈ずつ決めてください
各班話し合いで出たことを1分で発表してください
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社会的な性と⾝体的な性
ジェンダー(社会的な性)＝社会的・⽂化的に形成された性別

社会の中で作り上げられた「男性像」「⼥性像」
「男性が稼ぎ⼿」「⼥性は家を守る」
「男らしく」「⼥らしく」

セックス(⾝体的な性)＝⽣物学的性別、⾝体の機能による性別

⾝体的な性差に、なぜ社会的な役割分担・固定観念が結びつく
のか 

「固定的性別役割分担」を疑え 
⼥性／男性はこうあるべき 

ちなみに今の議論・発表のとき…

班内の男⼥構成は 
班内の役割分担は 

男⼥共同参画の基礎知識

⽇本国憲法
第14条 すべて国⺠は、法の下に平等であつて、⼈種、信条、
性別、社会的⾝分⼜は⾨地により、政治的、経済的⼜は社会的
関係において、差別されない。
第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成⽴し、夫婦が同等
の権利を有することを基本として、相互の協⼒により、維持さ
れなければならない。
２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚
姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法律は、個⼈の
尊厳と両性の本質的平等に⽴脚して、制定されなければならな
い。
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なぜ憲法に両性の平等が書き込まれたか 

戦前・戦中期の、⼥性の権利制限
⼥性に対する差別と家⻑（⽗・夫）への服従
政治参加の禁⽌、参政権の否定
明治⺠法では「妻は婚姻により夫の家に⼊る」その他

ベアテ・シロタ・ゴードン
現憲法の両性の平等・⼥性の権利に関する条⽂草案を起草
当時弱冠22歳
5歳半から15歳までの10年間を⽇本で過ごし、当時の⽇本⼥
性の状況と課題を理解していた

⇒⽇本について理解していないアメリカ⼈が書いたという批判
は当たらない

⽇本の男⼥共同参画のあゆみ
 婦⼈問題から男⼥共同参画へ

昭和50年 「国際婦⼈年」
「婦⼈問題企画推進本部」設置、国内⾏動計画策定

昭和60年 ⼥⼦差別撤廃条約の批准
雇⽤機会均等法の制定、家庭科の男⼥共修化、平成３年に育児・介
護休業法の制定など国内取組の強化

平成7年 北京⼥性会議⾏動要領決定
「男⼥共同参画2000年プラン」を策定
「男⼥共同参画」の⽤語初登場

男⼥共同参画社会基本法(1)
平成11年制定
「基本法」は、国政の重要な分野について、国の政策に関
する基本⽅針を明らかにするもの
男⼥共同参画を国の最重要課題と位置づける
国・地⽅公共団体・国⺠の責務を明記

（地⽅公共団体の責務）
第九条 地⽅公共団体は、基本理念にのっとり、男⼥共同参
画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその
他のその地⽅公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、
及び実施する責務を有する。
（国⺠の責務）
第⼗条 国⺠は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ
らゆる分野において、基本理念にのっとり、男⼥共同参画社
会の形成に寄与するように努めなければならない。

男⼥共同参画社会基本法(2)
第⼗四条の3 市町村は、男⼥共同参画基本計画及び都道府県男⼥
共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男⼥共同参画
社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市
町村男⼥共同参画計画」という。）を定めるように努めなければな
らない。
� 【計画策定の努⼒義務】
第⼗五条 国及び地⽅公共団体は、男⼥共同参画社会の形成に影響
を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、
男⼥共同参画社会の形成に配慮しなければならない。
第⼗六条 国及び地⽅公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念
に関する国⺠の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならな
い。
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男⼥共同参画社会基本法(3)
積極的改善措置の規定(第8条・第9条)

積極的改善措置（ポジティブ・アクション）とは 
第⼆条⼆項 男⼥間の格差を改善するため必要な範囲内において、男⼥の
いずれか⼀⽅に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
⼥⼦差別撤廃条約内の規定に由来
締約国が男⼥の事実上の平等を促進することを⽬的とする暫定的な特別措
置をとることは、この条約に定義する差別と解してはならない。

ポジティブ・アクション
① ゴール設定型 ⽬標を定めて、その達成のために取り組みを⾏うこと
② クォータ制 予め性別ごとに参加枠を設けること
③ 環境整備 制度変更や意識変化により間接的に促進する

平成15年6⽉ 男⼥共同参画推進本部決定
2020年までに指導的地位に占める⼥性の地位を30％に
30％の根拠は 

1990年に国連が採択したナイロビ将来戦略勧告中の，「指導的地位
に就く婦⼈の割合を，1995年までに少なくとも30％にまで増やす」
に由来
30%とは、集団で意思決定する際に、意思決定に影響⼒を及ぼせる
最⼩限の割合として定められた

現状は達成できていない
将来指導者になる層の育成にシフト

第4次男⼥共同参画基本計画(1)
男⼥共同参画社会基本法に基づき、施策の総合的かつ計画的推進を図るた
め、平成37年度末までの「基本的な考え⽅」並びに平成32年度末までを
⾒通した「施策の基本的⽅向」及び「具体的な取組」を定めるもの
基本的な⽅針 「⽬指すべき社会」として掲げた項⽬

① 男⼥が⾃らの意思に基づき、個性と能⼒を⼗分に発揮できる、多様性に
富んだ豊かで活⼒ある社会

② 男⼥の⼈権が尊重され、尊厳を持って個⼈が⽣きることのできる社会
③ 男性中⼼型労働慣⾏等の変⾰を通じ、仕事と⽣活の調和が図られ、男⼥

が共に充実した職業⽣活、その他の社会⽣活、家庭⽣活を送ることがで
きる社会

④ 男⼥共同参画を我が国における最重要課題として位置づけ、国際的な評
価を得られる社会

第4次男⼥共同参画基本計画(2)
ポイントは…

⼥性の活躍推進のためにも男性の働き⽅・暮らし⽅の⾒直しが⽋かせない
ことから、 (男性が主な稼ぎ⼿となり⻑時間働く)男性中⼼型労働慣⾏等
を変⾰
社会の多様性と活⼒を⾼め我が国経済が⼒強く発展していく観点や、男⼥
間の実質的な機会の平等を担保する観点から、積極的な⼥性採⽤・登⽤の
ための取組や、将来指導的地位へ成⻑していく⼈材の層を厚くするための
取組
⾮正規雇⽤労働者やひとり親等、⽣活上の困難に陥りやすい⼥性が増加し
ていることへの対応として、 公正な処遇が図られた多様な働き⽅の普及
や困難な状況に置かれている⼥性の実情に応じたきめ細かな⽀援
⼥性に対するあらゆる暴⼒の根絶
東⽇本⼤震災等の経験と教訓を踏まえ、防災・復興施策への男⼥共同参画
の視点の導⼊
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⼥性活躍推進法というポジティブ・アクション

平成27年8⽉制定
法律の⽬的

⾃らの意思によって職業⽣活を営み、⼜は営もうとする⼥性の個性
と能⼒が⼗分に発揮されることが⼀層重要。

このため、以下を基本原則として、⼥性の職業⽣活における活躍を
推進し、豊かで活⼒ある社会の実現を図る。

⼥性に対する採⽤、昇進等の機会の積極的な提供及びその活⽤と、性別
による固定的役割分担等を反映した職場慣⾏が及ぼす影響への配慮が⾏
われること
職業⽣活と家庭⽣活との両⽴を図るために必要な環境の整備により、職
業⽣活と家庭⽣活との円滑かつ継続的な両⽴を可能にすること
⼥性の職業⽣活と家庭⽣活との両⽴に関し、本⼈の意思が尊重されるべ
きこと

⼥性活躍推進法というポジティブ・アクション
地⽅公共団体に求めていること

域内における⼥性の職業⽣活における活躍のための計画の策定(市町村
は努⼒義務)

事業主としての各団体の内部の取り組みについて計画策定・公表及び
取組状況の確認と公表

企業にも同様の規定
� 各団体等に、⼥性活躍について分析と⽬標設定・取り組み(ポジ
ティブアクションを義務付ける

⼥性の活躍に関する状況の把握、改善すべき事情についての分析
【参考】状況把握する事項 ①⼥性採⽤⽐率 ②勤続年数男⼥差

③労働時間の状況 ④⼥性管理職⽐率 等

上記の状況把握・分析を踏まえ、定量的⽬標や取組内容などを内容とする「事業主⾏動
計画」の策定・公表等（取組実施・⽬標達成は努⼒義務）

⼥性の活躍に関する情報の公表
（省令で定める事項のうち、事業主が選択して公表）

日本では、女性の年齢階級別労働力率がＭ字カーブを描くが、欧米諸国では見られない。
ただし、就業希望者等を加えた潜在的労働力は高い。

就業希望者：303万人

（備考）
1．「労働力率」は、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。
2．日本は総務省「労働力調査（基本集計）」（平成26年）、その他の国はILO  "ILOSTAT"より作成。
3．日本と米国は2014（平成26）年、その他の国は2013（平成25）年の数値。

労働力人口：2,824万人

我が国の女性の労働力率の現状を年齢階
級別にみると，30歳代を底としたいわゆるＭ字
カーブを描いている

背景には，我が国では依然として結婚，出
産，子育て期に就業を中断する女性が多いこと
が挙げられる

⼥性の年齢別労働⼒率
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（％） ※男性の就業希望者は116万人

（内25歳～44歳は162万人）

（備考）
1．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成26年）より作成。
2．「労働力率」は、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。

第１子出産前有職者のうち約６割が第１子出産を機に離職。

⼦どもの出⽣年別第１⼦出産前後の妻の就業経歴

出典：内閣府「平成２７年版男女共同参画白書」
2
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（備考） １．総務省「労働力調査（基本集計）」（平成26年），独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2015」より作成。
２．日本は平成26年、その他の国は2013（平成25）年のデータ。
３．総務省「労働力調査」では，「管理的職業従事者」とは、就業者のうち，会社役員，企業の課長相当職以上，管理的公務員等をいう。また、 「管理的職業従事者」の定義は国によって異なる。

就業者、管理的職業従事者に占める⼥性割合（国際⽐較）
就業者に占める女性割合に比べ、管理的職業従事者に占める女性割合は国際的にみても低い。

（％）

3

備考：１．ILOSTAT Database（http://www.ilo.org/ilostat/）より作成。（2015年1月現在）
２．ここでいう長時間とは、週49時間以上を指す。

３．原則として全産業の就業者を対象としている。ただしアメリカは休業者を除く従業者を対象としている。
４．韓国及びアメリカは2012年、それ以外は2013年の数値である。
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【６歳未満児のいる夫の

家事・育児関連時間（１日当たり）】

（資料出所）平成27年男女共同参画白書

（備考）１．Eurostat “How Europeans Spend  Their Time Everyday  Life 

of Women  and Men”（2004），
Bureau of Labor  Statistics of the U.S.“America  Time‐Use Survey 

Summary”（2013）及び総務省「社会生活基本調査」（平成23年）より
作成。

２．日本の数値は，「夫婦と子供の世帯」に限定した夫の１日当たり
の「家事」、「介護・看護」、「育児」及び「買い物」の合計時間（週全体
平均）である。

（時間）

○ 日本の夫（６歳未満の子どもを持つ場合）の家事・育児関連時間は、１時間程度と国際的にみて低水準
○ 夫の家事･育児時間が長いほど、妻の継続就業割合が高く、また第２子以降の出生割合も高い傾向にある。

（資料出所）厚生労働省「第１１回２１世紀成年者縦断調査」
（2012）

注：
1)集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当する同居夫婦であ
る。ただし、妻の「出生前データ」が得られていない夫婦は除く。

①第１回調査から第１１回調査まで双方から回答を得られている夫
婦

②第１回調査時に独身で第１０回調査までの間に結婚し、結婚後第
１１回調査まで双方から回答を得られている夫婦

③出生前調査時に子ども１人以上ありの夫婦
2)家事・育児時間は、「出生あり」は出生前調査時の、「出生なし」は
第１０回調査時の状況である。
3)１０年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。
4)総数には、家事・育児時間不詳を含む。

【夫の平日の家事・育児時間別
にみた第２子以降の出生割合】

（資料出所）厚生労働省「第１１回２１世紀成年者縦断調査」（２０１２年）

注：
1)集計対象は、①または②に該当し、かつ③に該当するこの１０年間に

子どもが生まれた同居夫婦である。
①第１回から第１１回まで双方が回答した夫婦

②第１回に独身で第１０回までの間に結婚し、結婚後第１１回まで双
方が回答した夫婦

③妻が出産前に仕事ありで、かつ、「女性票」の対象者である
2)１０年間で２人以上出生ありの場合は、末子について計上している。

3）総数には、家事・育児時間不詳を含む。

75.6

57.5

50.5

52.5

55.1

6.7

3.1

5.3

2.5

4.5

13.3

33.1

39.9

42.5

35.6

4.4

6.3

4.3

2.5

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4時間以上

2時間以上

4時間未満

2時間未満

家事・育児時間

なし

総数

同一就業継続 転職 離職 不詳

【夫の平日の家事・育児時間別にみた妻の出産
前後の継続就業割合】

71.1

68.6

52.7

37.8

出生あり
54.4

28.9

31.4

47.3

62.2

出生なし
45.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

4時間以上

2時間以上

4時間未満

2時間未満

家事・育児時間

なし

総数

女性の継続就業・出産と男性の家事・育児参加の関係

5

防災・災害対策と男⼥の視点の違い
東⽇本⼤震災の教訓
避難・復興において、決定過程や運営過程に⼥性が⼊ら
ず、不便や不都合が発⽣した

⼀体感のために避難所での仕切りを撤去
⼥性⽤品や乳児⽤品、介護⽤品の備蓄がない
物資の配布を男性が⾏う
トイレが暗く離れた場所に設置
炊き出しは⼥性が無償で⾏う
洗濯物は⼀箇所にまとめて、皆の⽬のあるところに⼲す
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ワークライフバランス(WLB)
ワークライフバランスとは 

仕事と家事、プライベート(趣味・地域活動)のバランス

ワークライフバランスはなぜ必要か 
働き⼿の意欲向上
仕事外の経験を仕事にフィードバック
マネジメント能⼒の向上
社員の介護離職を防ぐ

ワークライフバランスは、⾃分で決めるもの
バランス 均等

配偶者間暴⼒(DV)(1)
配偶者とは性別を問いません。また、以下すべての場合を
指します。

法的に婚姻関係にある場合
婚姻の届け出をしていないいわゆる「事実婚」関係の場合
いわゆる「同棲」など⽣活の本拠を共にする交際関係の場合
上記の関係の解消後も引き続き暴⼒を受け続ける場合

デートDV
交際関係にあるカップル間の暴⼒

市役所は、DV被害者保護の最前線
各種相談⽀援の実施
DV被害者保護のための様々な⽀援の実施
窓⼝課の⽅は、情報漏えいの内容に細⼼の注意を 

配偶者間暴⼒(DV)(2)

暴⼒の形態
1. ⾝体的暴⼒

平⼿でうつ 、⾜でける、 ⾝体を傷つける可能性のある物でなぐ
る、 げんこつでなぐる、 刃物などの凶器をからだにつきつける
など

2. 性的暴⼒
⾒たくないのにポルノビデオやポルノ雑誌をみせる、避妊に協⼒
しない、中絶を強要する、 いやがっているのに性⾏為を強要する

3. 精神的暴⼒
⼤声でどなる、「誰のおかげで⽣活できるんだ」 「かいしょうな
し」などと⾔う、 実家や友⼈とのつきあいを制限、電話やメー
ル・⼿紙を細かくチェックする、何を⾔っても無視して⼝をきか
ない、⼤切にしているものをこわしたり、捨てたりする、⽣活費
を渡さない、カードを⽌める、 外で働くなと⾔ったり、仕事を辞
めさせたりする、⼦どもに危害を加えるといっておどす

ダイバーシティ（多様性）
男性、⼥性、外国⼈、障害者、
⾼齢者、⼦供といった様々な属
性を持つ⼈達が共⽣・共同参画
し、より良い社会・組織を作る
こと
まちづくりでは当然の視点
⼥性の⽬を活かした商品開発…
今までにない付加価値の創造
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性と⽣殖に関する健康と権利
性と⽣殖に関する権利

中⼼課題には、いつ何⼈⼦どもを産むか産まないかを選ぶ⾃由、安全で満
⾜のいく性⽣活、安全な妊娠・出産、⼦どもが健康に⽣まれ育つことなど
本来は男⼥に共通の概念だが、特に⼥性はこの権利が⼗分に保障されない
ことが多いため、⼥性の重要な⼈権の⼀つとして認識されている

性と⽣殖に関する健康
⽣殖機能に関する健康知識の浸透・学習
⽣殖機能に関する保健サービスの提供・確保

⽇本では、権利の認識と知識の提供が不⼗分
出産適齢期ならいつでも⼦供を作れる 
⼦供をいつ何⼈産むのかは、権利

性的少数者(1)

同性愛者や両性愛者、性同⼀性障がい者などの性的少数者
については、⺠間の調査によると、平成27年度には国内の
性的少数者層は7.6％であるという結果が出ている

20⼈に1⼈以上は性的少数者層であると考えられる
平成24年度の同種調査では5.2%という結果が出ており、この増加に
ついては、⼈々の意識が変化していることが理由として推測される

別の⺠間調査では、同性への恋愛感情を「おかしくない」
と考えている⼈が、アンケート調査で回答者の半数を超え
たという調査結果

ただ、同時に友⼈が同性愛者と分かった場合の抵抗感は強いという
結果も
性的少数者への認識は進んでいるものの、抵抗感もあるという状況

性的少数者(2)
性⾃認の問題

体と⾃分の性認識の不⼀致→性同⼀性障害
性的指向の問題

異性が好きか、同姓が好きか、どちらも好きか

⾝体的な性差の問題
性未分化疾患など

性⾃認×性的指向×⾝体的な性別＝27通り 

外⾒からはわからない
胎児期における⺟体のホルモンバランスにより、性的指向や性⾃認が定まると
いう説も

本⼈の好き勝⼿だけの問題ではない
⼤切なのは、その⼈をその⼈として肯定し尊重すること

⽩井市の取り組み
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市町村が求められること

男⼥共同参画社会基本法
計画の策定

地域の実情にあった施策

DV防⽌基本法
計画の策定
DVの防⽌するとともに、被害者の⾃⽴
を⽀援することを含めた被害者の適切
な保護

⼥性活躍推進法
計画の策定
地域にあった取り組みの推進
事業者など関係団体との連携

市町村だからできること

地域性を踏まえた取り組み
住⺠のニーズの細やかな把握
地域社会と連携・協⼒した取り組み
住⺠⼀⼈ひとりに密着した⽀援

⽩井市男⼥平等推進⾏動計画
－計画とは 

なぜ計画を⽴てるのか ⇒課題解決のための⼿段
課題を発⾒し、分析し、対応を考え予定を⽴てる
PDCAサイクルで推進 DO

取組の実施
DO

取組の実施

CHECK

実施状況の評価
CHECK

実施状況の評価

ACT

取組の修正・改善
ACT

取組の修正・改善

PLAN

計画策定
PLAN

計画策定

意識調査等からみる、⽩井市の課題(1)
【意識⾯の課題】

⼥性における役割分担意識
若い世代(29歳以下・30代)での男⼥平等意識の低下
社会全体における男性優遇評価の増加

【職業・労働における課題】
⼥性活躍推進法の成⽴
若い世代(30代)のワークライフバランスの悪化
ワークライフバランスにおける仕事・家事の負担感
３割を越す働きたくても働けない29歳以下・30代⼥性
働きたい・働き続けたい29歳以下・30代⼥性の結婚・出産・育児に関する
⽀援のニーズ
⼥性の管理職登⽤に向けた課題となる家庭⽣活と職業⽣活の両⽴

意識調査等からみる、⽩井市の課題(2)
【DV対策】

被害の潜在
DV相談受理件数の増加

【防災・災害対策について】
⽩井市男⼥共同参画推進懇談会からの防災に関する意⾒書の提出
防災・災害対策への男⼥共同参画の視点の反映

【育児・介護への⽀援の要望】
育児に関する⽀援へのニーズ
介護サービスへのニーズ

【性的少数者の権利擁護】
新たな課題としての性的少数者の権利の擁護
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男⼥平等推進⾏動計画の特徴

10年の計画期間
2層の構造
三つの性格
① 男⼥共同参画計画
② DV防⽌基本計画
③ ⼥性活躍推進計画

「男⼥平等推進⾏動計画【2016 25】」

（10年間を視野に⼊れた基本計画）

「具体的な取組」(H 28 32)

（5年間の詳細な実施計画）

「具体的な取組」(H33 37)

（5年間の詳細な実施計画）

⾒
直
し

男⼥平等推進⾏動計画の基本的な考え⽅
誰もが⾃分らしく輝ける、

誰もがその⼈らしさを尊重できる、
真の男⼥平等社会の実現

基本理念 総合計画と共有
男⼥平等社会を「全ての⼈が性別に縛られず、それぞれの
意思と能⼒に応じて多様な⽣き⽅・働き⽅ができる社会、
⾃分⾃⾝の⾃分らしさ(＝それぞれの選んだ⽣き⽅・働き
⽅)を肯定でき、かつ、他者の⾃分らしさを尊重できる社
会」と定義し、その実現に向けて取り組む計画

男⼥平等推進⾏動計画の4つの柱

1. 誰もがその⼈らしさを尊重できる社会をつくろう

2. 誰もがさまざまな舞台で⾃分らしく輝ける社会をつくろう

3. 誰もが安⼼して健やかに⽣きられる社会をつくろう

4. 男⼥平等の達成のために市が取り組むこと

(1)

(2)

(1)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(1)

(2)

(3)

(4)

視点

気
付
く
こ
と

育
む
こ
と

動
か
す
こ
と

4

推進体制の整備

男女平等の達成のために市が取
り組むこと

学習機会の提供

DV・虐待被害者支援のための連携体制

ハラスメント防止・対策

ジェンダー統計の実施

市役所におけるワークライフバランスと女性活躍の推進

防災・災害対策に関する取り組み

性差を踏まえた生涯にわたる健康支援

多文化共生の推進

ハラスメントやいじめの防止・対策

誰もがさまざまな舞台で自分らしく
輝ける社会をつくろう

2
地域における男女共同参画の促進

家庭における男女共同参画の促進

市政における男女共同参画の促進

DVの防止・対策

虐待・暴力の防止・対策

誰もがその人らしさを尊重できる
社会をつくろう

3
誰もが安心して健やかに生きられ
る社会をつくろう

誰もが自分らしく輝ける、誰もがその人らしさを尊重できる、
真の男女平等社会の実現

1

教育現場での取り組み

職場・労働における男女共同参画の促進
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男⼥平等推進⾏動計画の3つの視点
意識づくり「気付くこと」

今まで気付くことのできなかった課題を発⾒するためには、新たな視点を学び獲得
することが必要です。いま誰もが⾃分らしく⽣きていく上での障壁を発⾒し乗り越
える⽅法をともに考えられるよう、男⼥平等の視点の浸透と問題の認識・共有を図
ります。
次世代づくり「育むこと」

社会に⻑い時間を掛けて根付いた考え⽅を改めていくことは、容易なことではあり
ません。次世代を担い、これからのまちづくりの中⼼となる⼦どもたちが、⼈権、
思いやり、お互いの尊重といった⼤切なことを⾝につけて成⻑できるよう、あらゆ
る⼈を巻き込んだ取り組みを⾏います。
環境づくり「動かすこと」

誰もが⾃分らしく⽣きられるためには、社会のあらゆる場⾯で平等に前に踏み出せ
る機会と条件が必要です。制度や慣習を⾒直すとともに、前に踏み出そうとする⼈
を⽀える相談窓⼝や⽀援の充実に取り組みます。

I. 誰もがその⼈らしさを尊重できる社会
をつくろう

1. 学習機会の提供
a. 各センターにおける学習機会の提供
b. ⻘少年⼥性センターの活⽤
c. ⽣涯学習における学習機会の提供
d. さまざまな⼿法による啓発の実施
e. 国際交流による理解促進

2. 教育現場での取り組み
a. 学校教育による理解促進
b. 教職員への研修
c. キャリア教育の実施
d. 性と⽣殖に関する健康と権利の教育の推進

II. 誰もがさまざまな舞台で⾃分らしく輝け
る社会をつくろう(1)

1. 家庭における男⼥共同参画の促進
a. 保育サービスの充実
b. ⼦育て世代を⽀える取組み
c. 妊産婦とそのパートナーへの⽀援
d. 男性の家事・育児参画促進
e. ⾼齢者・障害者を介護する⼈への⽀援

2. 地域における男⼥共同参画の促進
a. ⾃治会等での男⼥共同参画促進
b. 市⺠活動の⽀援
c. 地域活動への参画促進
d. ボランティア活動への参画促進

II. 誰もがさまざまな舞台で⾃分らしく輝け
る社会をつくろう(2)

3. 職場・労働における男⼥共同参画の促進
a. 事業主への働きかけ・後押し
b. ワークライフバランスの周知・促進
c. 就労⽀援
d. 就業継続⽀援
e. 多様な働き⽅の⽀援
f. 相談の実施と周知
g. ⾮正規雇⽤労働者への⽀援
h. ⾃営業者への取り組み
i. 農業者への取り組み

4. 市政における男⼥共同参画の促進
a. 審議会等市政への参画促進
b. さまざまな参画機会の創出
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III. 誰もが安⼼して健やかに⽣きられる
社会をつくろう(1)

1. DVの防⽌・対策
a. 予防・啓発
b. 相談⽀援

2. 虐待・暴⼒の防⽌・対策
a. 予防・啓発
b. 相談⽀援

3. ハラスメントやいじめの防⽌・対策
a. 予防・啓発
b. 相談⽀援

4. DV・虐待被害者⽀援のための連携体制
a. 関係機関・関係課間の連携体制作り

III. 誰もが安⼼して健やかに⽣きられる
社会をつくろう(2)

5. 防災・災害対策に関する取り組み
a. 地域防災⼒の向上
b. 災害に備えた体制整備

6. 性差を踏まえた⽣涯にわたる健康⽀援
a. 健診の実施
b. 健康に関する啓発と相談の実施
c. 性に関する知識の啓発

7. 多⽂化共⽣の推進
a. 外国⼈住⺠への⽀援

IV. 男⼥平等の達成のために市が取り組
むこと

1. 推進体制の整備
a. 内部推進体制
b. 男⼥共同参画推進会議による審議と助⾔
c. 計画の進⾏管理と⾒直し
d. 県や関係機関との連携

2. 市役所におけるワークライフバランスと⼥性活躍の推進
a. ⼥性職員の採⽤・登⽤
b. 男⼥共同参画に関する研修実施
c. 職場環境の改善・⻑時間労働の削減
d. ⼥性活躍推進法に基づく特定事業主⾏動計画の推進

3. ハラスメント防⽌・対策
4. ジェンダー統計の実施

シェアリング
今⽇思ったこと、気づいたこと

4グループに分かれてディスカッション
話し合う時間は5分
各班は進⾏・時間管理・発表者を1⼈ずつ決めてください
各班話し合いで出たことを1分で発表してください
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男女共同参画に関する職員研修 

働き方改革を先取り～ワークライフバランスの考え方・進め方 

日時 平成 29 年 9 月 4 日(月) 午前 9 時 30 分～11 時 30 分 
9 月 5 日(火) 午後 2 時～4 時 

場所 白井市保健福祉センター団体活動室 
参加者 47 人 
事業の目的 
平成 27 年 8 月に成立した女性活躍推進法及びその基本方針では、自らの意志によって職業

生活を営み、または営もうとする女性の個性と能力が十分に発揮されるよう、地方公共団体

に事業主として地域の模範となる取り組みを求めている。 
また、国が平成 27 年 12 月に策定した「第４次男女共同参画基本計画」では、男性中心型労

働慣行等を変革し、職場・地域・家庭等あらゆる場面における施策を充実」するとしている。 
これらのことから、当市も様々な特性を持つ職員が十分にその力を発揮しより良いまちづく

りにつながるよう、職員の男女共同参画・ワークライフバランスに関する意識・知識を向上

する取り組みが必要と考え実施した。 
講師・内容 
東海学院大学健康福祉学部 遠藤 雅子 教授 
日本女性学習財団認定キャリア形成支援士。企業や自治体等でキャリア教育に関する講座・

講演の豊富な実績を持つ。 
(1) 基調講演 
(2) グループワーク 
アンケート結果の概要 
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事業者向け男女共同参画講演会 

経営戦略としての女性活躍推進・働き方改革～そのメリットと好事例～ 

日時 平成 30 年 2 月 7 日(水) 午後 3 時 15 分～4 時 
場所 白井公民センター レクホール 
参加者 加盟事業所の労務管理担当者、経営者、一般参加者など約 80 人  
事業の目的 
現在少子高齢化の進行に伴い、生産年齢人口は減少し続けており、成長戦略としての女性活

躍推進の必要性が高まっている状況である。 
平成 27 年度、女性活躍推進法・国の第 4 次男女共同参画基本計画が成立し、女性活躍推進

は国全体の課題として位置づけられ、取り組みが行われている。また、首相官邸に「働き方

改革実現会議」が設置され、平成 29 年 3 月には「働き方改革実行計画」が決定されるなど、

働き方改革に向けた動きも進んでいる。 
こうした状況のもと、各企業の今後の発展のために女性活躍の推進が必要であること、また

その取り組み方や支援制度について理解いただくため、講演会を開催した。 
協力 白井工業団地協議会 
同協議会主催の安全衛生労務管理講習会の一部として開催 

講師 一般財団法人 女性労働協会会長 鹿嶋 敬 氏 
   （前内閣府男女共同参画推進会議議員） 
講演概要 
 なぜ女性は活躍できないのか 
 働く女性の現状について 
 女性活躍に関する基本方針について 
 女性活躍推進法と男女共同参画社会基本法

について 
 女性活躍に関する企業の具体的な取り組み

事例について 
 助成金制度について 
アンケート結果の概要 
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